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第60回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

【事業報告】
業務の適正を確保するための体制及びその運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制
(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

【連結計算書類】
連結株主資本等変動計算書
連結注記表

【計算書類】
株主資本等変動計算書
個別注記表

（2020年１月１日から2020年12月31日まで）

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、当
社ホームページ（https://www.otsuka-shokai.co.jp）に掲載することに
より株主各位に提供しております。
なお、「業務の適正を確保するための体制及びその運用状況」は、監査報
告の作成に際して、監査役が監査をした事業報告の一部であり、また、
「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算
書」及び「個別注記表」は、監査報告の作成に際して、監査役及び会計監
査人が監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。

株式会社大塚商会

表紙
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況
(１) 業務の適正を確保するための体制
　当社は、取締役会において、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必
要なものとして法務省令で定める体制の基本方針（「内部統制システムの基本方針」）を定めております。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ミッションステートメントをコンプライアンス体制の基礎として、取締役は、その遵守及び推進に率先垂

範して取り組む。
取締役及び使用人は、継続的なコンプライアンス教育による意識改善、内部監査による業務改善、内部通

報制度の適切な活用等を通じてコンプライアンス体制の向上を図り、職務執行の法令及び定款への適合を確
保することに努める。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報（文書または電磁的記録）及びその他の重要な情報を、法令及び社内規程に

基づき、適切に保存、管理する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
社内規程に則してリスク管理体制の整備を進め、経営成績、財政状態等に影響を及ぼすリスクを識別、分

析及び評価し、適切な対応を行う。
不測の事態が生じた場合には、対策本部を設置し、リスク情報を集約し、迅速かつ適切な対応策を講じる。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会は、原則月１回開催し、経営に関する重要事項について、審議、決議及び業務執行状況の監督を

行う。また、意思決定の妥当性を高めるための会議体についてその開催及び付議基準を明確化し、業務執行
の詳細を「職務権限規程」及び「職務分掌規程」に定め、効率性を高めるものとする。

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

「グループ経営者会議」の開催で、連結子会社の経営状況や利益計画の進捗を把握する。「特別執行役
員制度」を設け、連結子会社の代表取締役社長を特別執行役員に選任し、連結子会社のコンプライアンス
の徹底及びコーポレート・ガバナンスの強化を推進し、必要に応じて、業務の執行状況等について当社の
取締役会または代表取締役社長への報告を求める。

1

業務の適性を確保するための体制及びその運用状況



2021/02/24 13:14:37 / 20729246_株式会社大塚商会_招集通知（Ｃ）

ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
連結子会社の取締役会は、経営成績、財政状態等に影響を及ぼすリスクを識別、分析及び評価し、適切

な対応を指示する。
「グループ経営者会議」において、連結子会社が認識したリスクについて情報の共有を図り、リスクの

早期発見と未然防止に努める。
不測の事態が生じた場合には、当社に対策本部を設置し、リスク情報を集約し、当該連結子会社と連携

して、迅速かつ適切な対応策を講じる。
ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

連結子会社は、経営の自主性及び独立性を確保しつつ、グループの方針に則り年間計画を策定する。各
社の目標と責任を明確にするとともに予算と実績の差異分析を通じて所期の業績目標の達成を図る。連結
子会社は、取締役会規程を整備し、取締役会を開催し、経営に関する重要事項について、審議、決議及び
業務執行状況の監督を行う。また、業務執行の詳細を各種社内規程に定め、効率性を高める。
ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

連結子会社は、ミッションステートメントに則した業務執行により、自浄作用を機能させることで業務
の適正を確保する。

連結子会社は、継続的なコンプライアンス教育による意識改善を行い、各社内に内部監査室を設置して
業務改善を図り、当社が設置する連結子会社共通の内部通報制度の適切な活用等を通じてコンプライアン
ス体制の向上を図り、職務執行の法令及び定款への適合を確保することに努める。
ホ．その他の当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社監査室は、各連結子会社内に設置した内部監査室より、各連結子会社で実施した内部監査の結果に
ついて報告を受けるほか、各連結子会社に対し定期的に監査を実施し、法令並びに規程の遵守状況を監査
するとともに必要な指導を行う。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役からの要請があった場合、監査役を補助する使用人として、経営管理本部の中から適切な人員を選

任し、兼務させる。

⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効
性の確保に関する事項

前号の使用人への人事権に係る事項の決定については、監査役の事前の同意を得ることにより取締役から
の独立性を確保する。

監査役が当該使用人に対し直接指示し、報告を受ける体制を整備することにより、実効性を確保する。
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⑧ 監査役への報告に関する体制
イ．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

監査役が取締役及び使用人から業務執行の状況について報告を受けることができる体制を整備するとと
もに、監査を実施する社内各部署との協調・連携を強化する。
ロ．子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監

査役に報告するための体制
各連結子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者

は、当社及び連結子会社の取締役等または使用人の職務の遂行に関する不正行為、法令または定款に違反
する事実及び会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を認めた場合は、その重要性及び緊急性に応じ、
当社監査役に報告する。

⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制

就業規則に則り、監査役へ報告を行った者について、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行
わないものとする。

⑩ 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたと

きは、コンプライアンス室において審議の上、当該請求に係る費用等が当該監査役の職務の執行に必要でな
いと認められた場合を除き、当該費用等を処理する。

⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
代表取締役社長は、監査役と適宜意見交換を行うこととする。
当社監査室は、監査役と緊密な連携を保ち、監査役の要請に応じて調査を行うこととする。
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(２) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、「内部統制システムの基本方針」に基づき、次のとおり運用しております。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
取締役及び使用人に対し、ミッションステートメント及びコンプライアンスに関する研修を義務付け、法

令、社内規程等を遵守することの徹底を図っております。
当社監査室により、当社グループ全体を対象に、業務活動の全般に関して、方針・計画・手続の妥当性や

業務実施の有効性、法令の遵守等について、定期・随時に監査を実施し、業務改善や意識改善のための具体
的な助言・勧告を行い、取締役及び常勤監査役に報告しております。

内部通報制度については、社内窓口のほか、専門相談員が対応する社外の通報窓口及び経営層から独立し
た通報窓口を設置し、不正及び不祥事の発生予防と早期発見に努めております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報（文書または電磁的記録）及びその他の重要な情報は、法令及び社内規程に

基づき、コンプライアンス室が適切に保存、管理しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
社内規程に則して、経営成績、財政状態等に影響を及ぼすリスクを識別、分析及び評価し、適切な対応を

行っております。なお、当事業年度中は、対策本部の設置を要する不測の事態は発生しませんでした。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会は、社外取締役２名を含む12名で構成しており、当事業年度中に17回開催し、法令及び定款の

規定により取締役会の決議を要する重要事項を審議・決定するとともに、取締役の職務の執行を監督してお
ります。各議案について、活発な意見交換がなされており、意思決定及び監督の実効性は確保されておりま
す。

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

「グループ経営者会議」を当事業年度中に４回開催し、各グループ企業の経営状況や利益計画の進捗を
把握しております。
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ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
連結子会社の取締役会は、経営成績、財務状態等に影響を及ぼすリスクを識別、分析及び評価し、適切

な対応を行っております。また、重要なリスクについては、「グループ経営者会議」において情報の共有
を図る体制をとっております。なお、当事業年度中に情報の共有が必要な重要なリスクは確認しておりま
せん。
ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

連結子会社は、グループの方針に則り年間計画を策定し、所期の業績目標の達成を図っております。ま
た、業務執行の詳細を各種社内規程に定め、取締役会を開催し、経営に関する重要事項について、審議、
決議及び業務執行状況の監督を行っております。
ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

連結子会社は、取締役及び使用人に対し、ミッションステートメント及びコンプライアンスに関する研
修を義務付け、法令、社内規程等を遵守することの徹底を図っております。

連結子会社の内部監査室は、業務活動の全般に関して、定期・随時に監査を実施し、業務改善や意識改
善のための具体的な助言・勧告を行い、代表取締役社長及び監査役に報告しております。

連結子会社は、当社が設置する連結子会社共通の内部通報制度を取締役及び使用人に周知しております。
ホ．その他の当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社監査室は、連結子会社の内部監査室より、各グループ企業で実施した内部監査の結果について報告
を受け、必要に応じて助言を行っております。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役の職務の補助は、コンプライアンス室が担当しております。

⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効
性の確保に関する事項

コンプライアンス室は、経営管理本部内の組織ではありますが、監査役の職務の補助については、直接監
査役からなされる指示に基づき行っており、独立性を確保しております。

⑧ 監査役への報告に関する体制
イ．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

常勤監査役は、取締役会等、重要な会議体へ出席して業務執行の状況について報告を受けております。
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ロ．子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監
査役に報告するための体制

当事業年度中は、当社及び連結子会社の取締役等または使用人の職務の遂行に関する不正行為、法令ま
たは定款に違反する事実及び会社に著しい損害を与えるおそれのある事実に係る当社監査役への報告はあ
りませんでした。

⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制

監査役並びに内部通報制度の通報処理責任者及び通報処理担当者は、監査役に報告したことを理由に当該
報告者に対し不利な取扱いを行った者がいたときは、その者の社内処分について就業規則に基づき賞罰委員
会に諮り、その決定に従い適切に対応する体制をとっております。なお、当事業年度中に報告者に対し不利
な取扱いを行い社内処分を受けた者はおりません。

⑩ 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたと

きは、コンプライアンス室において審議の上、当該費用等を処理する体制をとっております。なお、当事業
年度中に監査役から前払いの請求はありませんでしたが、監査役が立替払いした費用の請求については適時
処理しております。

⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は、代表取締役社長と適宜意見交換を行っております。
監査役会は、随時連結子会社の代表取締役社長に対し職務執行について聞き取りを行っております。
常勤監査役と当社監査室は、月１回、定期的に会合を開催し、監査計画、監査実施状況、業務執行状況等

に関する情報交換を行い、必要に応じて対処しております。
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連結株主資本等変動計算書（2020年１月１日から2020年12月31日まで） （単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当連結会計年度期首残高 10,374 16,254 236,544 △139 263,034
当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △20,856 △20,856
親会社株主に帰属する
当期純利益 39,309 39,309

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － － 18,453 － 18,453
当連結会計年度末残高 10,374 16,254 254,997 △139 281,487

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 6,117 2 △11,402 7 1,569 △3,705 2,293 261,622
当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △20,856
親会社株主に帰属する
当期純利益 39,309

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額(純額) △590 △7 － 8 155 △434 394 △39

当連結会計年度変動額合計 △590 △7 － 8 155 △434 394 18,413
当連結会計年度末残高 5,527 △5 △11,402 15 1,725 △4,139 2,687 280,035

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
連結子会社の数　　　　　　　　　４社
主要な連結子会社の名称　　　　　株式会社ネットワールド

②　非連結子会社の状況
主要な非連結子会社の名称　　　　大塚オートサービス株式会社

 

連結の範囲から除いた理由　　　　非連結子会社はいずれも小規模であり、各社の総資産、売上高、当期純
損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結
計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外して
おります。

(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の状況

持分法適用の非連結子会社又は関連会社数
３社

主要な会社等の名称　　　　　　　株式会社ライオン事務器
決算日と連結決算日との差異がある会社については、連結決算日直近と
なる決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な
取引については、持分法適用上必要な修正を行っております。

②　持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の状況
主要な会社等の名称　　　　　　　大塚オートサービス株式会社

 

持分法を適用しない理由　　　　　各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響
が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用範囲か
ら除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品
取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組
合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基
礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

デリバティブ　　　　　　　　　　時価法
たな卸資産

通常の販売目的で保有する
たな卸資産 評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

商品　　　　　　　　　　　　主として移動平均法
仕掛品　　　　　　　　　　　個別法
原材料及び貯蔵品　　　　　　主として移動平均法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　15～50年
その他　　　　　　 4 ～10年

無形固定資産
（リース資産を除く）

市場販売目的のソフトウエア　　見込販売金額に基づき、当連結会計年度の販売金額に対応する金額を償
却しております。ただし、毎期の償却額は残存有効期間（見込有効期間
３年以内）に基づく均等配分額を下回らないこととしております。

自社利用のソフトウエア　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
リース資産

所有権移転外ファイナンス・リ
ース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。
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③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に
負担すべき額を計上しております。

役員退職慰労引当金　　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、社内規程に基づく連結会計年度
末要支給額を計上しております。

④　重要な収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエア等に係る収益及び費用の計上基準

当連結会計年度末までの進捗
部分について成果の確実性が
認められるもの

工事進行基準（原則として、工事の進捗率の見積りは原価比例法）

その他のもの　　　　　　　　　工事完成基準
⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

⑥　重要なヘッジ会計の方法
　　　イ．ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を

満たしている金利スワップについては、特例処理によっております。
　　　ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ａ．ヘッジ手段…為替予約

　　ヘッジ対象…外貨建予定取引
ｂ．ヘッジ手段…金利スワップ
　　ヘッジ対象…借入金

　　　ハ．ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、為替変動リスク及び金利
変動リスクを回避することを目的としております。

　　　ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ手段とヘ
ッジ対象の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断
しております。なお、ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が
同一であり相場変動を完全に相殺できると想定できる場合には有効性
評価を省略しております。ただし、特例処理によっている金利スワップ
については、有効性の評価を省略しております。
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⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方

法
ａ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。

ｂ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（12年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（主として12年）による定額法によ
り按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお
ります。

　　　ロ．消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．追加情報
　(新型コロナウイルス感染症の影響に係る会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、一部の保守サービスの売上等に影響が生じております。これらの
影響は弱いながらも徐々に回復に向かうと予想されますが、翌連結会計年度末まで継続すると仮定し、固定資
産の減損会計や繰延税金資産回収可能性等の会計上の見積りを行っております。
　なお、当該見積りは現時点で入手可能な情報等を踏まえたものであり不確実性は高く、新型コロナウイルス
感染症の収束時期やその他の状況の経過により影響が変化した場合には、当社グループの財政状態、経営成績
に影響を及ぼす可能性があります。

３．連結貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 51,352百万円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
(2) 期末日満期手形

当連結会計年度末日は金融機関が休日のため、期末日満期手形については満期日に決済が行われたものとし
て処理しております。

受取手形 300百万円

11

連結注記表



2021/02/24 13:14:37 / 20729246_株式会社大塚商会_招集通知（Ｃ）

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 190,002千株 － － 190,002千株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 400千株 － － 400千株

　(3) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

2020年３月27日開催第59回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 20,856百万円
・１株当たり配当額 110円
・基準日 2019年12月31日
・効力発生日 2020年３月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2021年３月26日開催予定の第60回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 21,804百万円
・１株当たり配当額 115円
・基準日 2020年12月31日
・効力発生日 2021年３月29日

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
該当事項はありません。
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５．金融商品に関する注記
　(1) 金融商品の状況に関する事項
　　①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、運転資金を銀行借入により調達
しております。

　　②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、
取引先ごとに与信管理を徹底し、回収期日や残高を定期的に管理することで、財務状況の悪化等による回収
懸念の早期把握や軽減を図っております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業等の株式であります。上場株式は市場価格の変動リスク
に晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を分析・把握することで回収可能性の確保や減
損懸念の軽減を図っております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、ほぼ３ヶ月以内の支払期日であります。短期借入
金及び長期借入金は、主に運転資金に係る資金調達であります。
　また、これら支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金、未払法人税等の金銭債務は、流動性リス
クに晒されておりますが、資金繰計画を作成する等の方法により管理しております。長期借入金は、金利変
動リスクに晒されておりますが、金利スワップ取引を利用してヘッジしております。
　デリバティブ取引は、金利スワップ取引及び一部の連結子会社の為替予約取引であり、執行・管理につい
ては、取引権限を定めた社内規程に従うこととしております。
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　(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2020年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 178,072百万円 178,072百万円 －百万円

(2) 受取手形及び売掛金 145,033 145,033 －

(3) 投資有価証券

①その他有価証券 9,429 9,429 －

②関連会社株式 1,373 2,881 1,507

資産計 333,909 335,416 1,507

(4) 支払手形及び買掛金 96,437 96,437 －

(5) 電子記録債務 18,822 18,822 －

(6) 短期借入金 4,800 4,800 －

(7) 未払法人税等 9,367 9,367 －

(8) 長期借入金 1,700 1,700 0

負債計 131,126 131,127 0

デリバティブ取引（＊)

ヘッジ会計が適用されていないもの (9) (9) －

ヘッジ会計が適用されているもの (9) (9) －

デリバティブ取引計 (19) (19) －

　(＊)　デリバティブ取引によって、生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項
目については、(　)で示しております。
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　(注1）金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　　　資産
　　　　(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

　　　　(3)投資有価証券
投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

　　　負債
　　　　(4)支払手形及び買掛金、(5)電子記録債務、(6)短期借入金、(7)未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

　　　　(8)長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた
現在価値により算定しております。

　　　デリバティブ取引
為替予約の時価は、取引先の金融機関から提示された価格等によっております。なお、金利スワップの特
例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価
は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております(前記(8)参照)。

　(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 6,066百万円

投資事業有限責任組合等への出資 26
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、
「(3)投資有価証券」には含めておりません。

６．１株当たり情報に関する注記
(1)１株当たり純資産額 1,462円80銭
(2)１株当たり当期純利益 207円33銭
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株主資本等変動計算書（2020年１月１日から2020年12月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資 本

準 備 金
資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計オープンイノ

ベ ー シ ョ ン
促 進 積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 10,374 16,254 16,254 2,593 － 67,350 144,667 214,610 △139 241,100
当期変動額

剰余金の配当 △20,856 △20,856 △20,856
当期純利益 36,336 36,336 36,336
オープンイノベーション
促進積立金の積立 37 △37 － －

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － 37 － 15,442 15,480 － 15,480
当期末残高 10,374 16,254 16,254 2,593 37 67,350 160,109 230,090 △139 256,580

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 土 地 再 評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計
当期首残高 5,873 △11,402 △5,528 235,571
当期変動額

剰余金の配当 △20,856
当期純利益 36,336
オープンイノベーション
促進積立金の積立 －

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △735 － △735 △735

当期変動額合計 △735 － △735 14,745
当期末残高 5,138 △11,402 △6,263 250,316

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
　　　子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法
　　　その他有価証券

　時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品
取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組
合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基
礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ 時価法

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有する
たな卸資産 評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

商品　　　　　　　　　　　移動平均法
仕掛品　　　　　　　　　　個別法
原材料及び貯蔵品　　　　　主として移動平均法

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
　　（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　15～50年
その他　　　　　　 4 ～20年

②　無形固定資産
　　（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエア　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。
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(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担
すべき額を計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上しております。
ａ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

ｂ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（12年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

④　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、社内規程に基づく期末要支給額
を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエア等に係る収益及び費用の計上基準

当事業年度末までの進捗部分に
ついて成果の確実性が認められ
るもの

工事進行基準（原則として、工事の進捗率の見積りは原価比例法）

その他のもの　　　　　　　　　工事完成基準
(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、特
例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金

③　ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、金利変動リスクを回避す
ることを目的としております。

④　ヘッジの有効性評価の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効性
の評価を省略しております。
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(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会

計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異な
っております。

②　消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．追加情報
（新型コロナウイルス感染症の影響に係る会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、一部の保守サービスの売上等に影響が生じております。これらの
影響は弱いながらも徐々に回復に向かうと予想されますが、翌事業年度末まで継続すると仮定し、固定資産の
減損会計や繰延税金資産回収可能性等の会計上の見積りを行っております。
　なお、当該見積りは現時点で入手可能な情報等を踏まえたものであり不確実性は高く、新型コロナウイルス
感染症の収束時期やその他の状況の経過により影響が変化した場合には、当社の財政状態、経営成績に影響を
及ぼす可能性があります。

３．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 50,916百万円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
(2) 保証債務

関係会社㈱ネットワールドの仕入先からの仕入債務に対し、2,530百万円の債務保証を行っております。
(3) 期末日満期手形

当事業年度末日は金融機関が休日のため、期末日満期手形については満期日に決済が行われたものとして処
理しております。

受取手形 289百万円
(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 2,730百万円
②　短期金銭債務 15,321百万円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

①　売上高 6,434百万円
②　仕入高 66,599百万円
③　販売費及び一般管理費 7,067百万円
④　営業取引以外の取引高 2,579百万円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 400千株 ― ― 400千株

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 95百万円
未払事業税等 638百万円
賞与引当金 1,032百万円
退職給付引当金 2,582百万円
役員退職慰労引当金 180百万円
減損損失 1,216百万円
ソフトウエア開発費 1,166百万円
その他 1,808百万円
繰延税金資産小計 8,721百万円
評価性引当額 △857百万円

繰延税金資産合計 7,863百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △2,244百万円
その他 △6百万円

繰延税金負債合計 △2,250百万円
繰延税金資産の純額 5,612百万円
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７．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

属 性 会 社 等
の 名 称

資 本 金
(百 万 円) 事業の内容

議決権等の所
有(被所有)割
合 （ ％ ）

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額

(百 万 円) 科 目 期 末 残 高
(百 万 円)

子会社 ㈱ ネ ッ ト
ワ ー ル ド 585

ネットワー
ク関連製品
の販売・技
術サポート

（所有）
直接81.5

当 社 製 品
の 仕 入 製品の仕入 43,521 買掛金 5,244

取引条件及び取引条件の決定方針等
　製品仕入については、市場価格等を勘案して一般的な取引条件と同様に決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記
(1)１株当たり純資産額 1,320円23銭
(2)１株当たり当期純利益 191円65銭
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